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費
税
率
は
２
０
１
９
年
10
月

に
10
％
へ
引
き
上
げ
ら
れ
る

予
定
で
あ
る
。
だ
が
増
税
後

も
、
多
額
の
財
政
赤
字
で
運
営
さ
れ
て

い
る
社
会
保
障
制
度
の
構
造
は
変
わ
ら

な
い
。
社
会
保
障
給
付
費
は
高
齢
化
や

医
療
の
高
度
化
等
を
背
景
に
、
経
済
成

長
率
を
上
回
る
ペ
ー
ス
で
長
期
に
増
加

す
る
と
見
込
ま
れ
て
い
る
。

　
そ
れ
で
は
、
将
来
、
消
費
税
率
は
ど

の
程
度
ま
で
引
き
上
げ
ら
れ
る
可
能
性

が
あ
る
の
か
。
一
つ
の
目
安
と
し
て
、

18
年
５
月
に
公
表
さ
れ
た
政
府
の
社
会

保
障
見
通
し
を
基
に
、
年
金
、
医
療
、

介
護
、
子
ど
も
・
子
育
て
の
公
費
負
担

が
、
全
て
消
費
税
収
で
賄
わ
れ
る
場
合

の
消
費
税
率
を
試
算
し
よ
う
。

　
政
府
の
社
会
保
障
見
通
し
に
は
、
経

済
成
長
率
や
物
価
上
昇
率
等
の
前
提
が

異
な
る
二
つ
の
ケ
ー
ス
が
あ
る
。
ま
た
、

後
発
医
薬
品
の
普
及
促
進
や
外
来
医
療

費
の
適
正
化
、
病
床
機
能
の
再
編
、
介

護
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
に
関
す
る
計
画
が

反
映
さ
れ
た
見
通
し
も
示
さ
れ
て
い
る
。

　
二
つ
の
ケ
ー
ス
の
う
ち
、
経
済
成
長

率
が
低
め
で
各
種
計
画
が
反
映
さ
れ
た

ケ
ー
ス
で
は
、
18
年
度
で
42
兆
円
の
公

費
負
担
額
が
40
年
度
に
73
兆
円
へ
増
加

す
る
見
込
み
で
あ
る
。
こ
れ
を
全
て
消

費
税
収
で
賄
う
た
め
に
は
、
食
料
品
等

へ
の
８
％
の
軽
減
税
率
制
度
を
想
定
す

る
と
、
40
年
度
で
消
費
税
率
を
20
％
へ

引
き
上
げ
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
間
に

は
社
会
保
険
料
の
増
加
も
見
込
ま
れ
て

お
り
、
家
計
に
と
っ
て
は
か
な
り
の
負

担
増
だ
。

　
国
民
的
な
関
心
事
で
あ
る
消
費
増
税

は
、
今
後
も
政
治
的
な
困
難
が
伴
う
だ

ろ
う
。
し
か
し
、
10
％
超
へ
の
引
き
上

げ
が
先
送
り
さ
れ
続
け
れ
ば
、
社
会
保

障
の
国
債
依
存
は
強
ま
り
、
制
度
が
持

続
す
る
可
能
性
は
ま
す
ま
す
低
下
す
る
。

将
来
の
消
費
税
率
の
姿
や
、
必
要
な
増

税
幅
を
極
力
抑
え
る
た
め
の
給
付
の
適

正
化
や
重
点
化
、
給
付
範
囲
・
割
合
の

見
直
し
な
ど
に
つ
い
て
具
体
的
な
検
討

を
進
め
る
べ
き
だ
。

　
18
年
６
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
骨
太

の
方
針
で
は
、
新
・
財
政
健
全
化
計
画

が
示
さ
れ
た
。
18
年
末
ま
で
に
新
た
な

改
革
工
程
表
を
策
定
す
る
と
と
も
に
、

20
年
度
に
社
会
保
障
分
野
の
総
合
的
か

つ
重
点
的
に
取
り
組
む
べ
き
政
策
を
取

り
ま
と
め
、
遅
く
と
も
21
年
度
か
ら
改

革
を
実
行
に
移
し
て
い
く
と
さ
れ
た
。

今
後
の
検
討
で
は
、
給
付
の
見
直
し
だ

け
で
な
く
、
税
率
が
10
％
に
な
っ
た
後

の
消
費
税
に
つ
い
て
も
議
論
が
必
要
だ
。
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内閣官房等「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）」
（2018年5月21日）のベースラインケースに基づく試算

2040年度における社会保障4分野の公費負
担が全て消費税収で賄われる場合の消費税率

20%

消


